
第78回定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記

（連結計算書類の連結注記表）

計 算 書 類 に 係 る 重 要 な 会 計 方 針 及 び そ の 他 の 注 記

（個別注記表）

（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記

（連結計算書類の連結注記表）」および「計算書類に係る重要な会計方針

及びその他の注記（個別注記表）」につきましては、法令および定款第

19条の規定に基づき、インターネット上の当社ホームページ

（http://www.toso.co.jp）に掲載することにより株主の皆さまに提供し

ております。
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（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社…………６社

会社名………………サイレントグリス株式会社、トーソーサービス株式会社、P.T.トーソー・

インダストリー・インドネシア、東装窓飾（上海）有限公司、フジホーム

株式会社、トーソー流通サービス株式会社

　

２．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、P.T.トーソー・インダストリー・インドネシアおよび東装窓飾（上海）有限

公司の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成に当たっては、それぞれ同決算日現在の

計算書類を使用し、連結決算日との間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っ

ております。

　なお、上記以外の連結子会社の決算日は、連結計算書類作成会社と同一であります。

　

３．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準および評価方法

①有価証券

その他有価証券

・時価のあるもの………連結決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

・時価のないもの………移動平均法による原価法

②デリバティブ………………原則として時価法

③たな卸資産

(イ)商品、製品、仕掛品

・当社および連結子会社………総平均法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法に

より算定）

(ロ)原材料

・当社および連結子会社………総平均法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法に

より算定)

(ハ)貯蔵品…………………………主として最終仕入原価法

　

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

　当社および国内連結子会社は、定率法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)並びに平成28年４月１

日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３年～50年

機械装置及び運搬具 ２年～12年

工具器具及び備品 ２年～20年
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　また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額（取得価額の５

％）まで償却が終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。

　在外連結子会社は、所在地国の会計基準に従い、建物については見積耐用年数に基づく定額

法、その他の有形固定資産（リース資産を含む）については主として見積耐用年数に基づく定

率法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 20年

機械装置及び運搬具 ４年～10年

工具器具及び備品 ４年～８年

②無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。

③リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によっております。

　

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

　当社および国内連結子会社は、売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

　在外連結子会社の一部は、貸倒見積額を計上することとしております。

②役員退職慰労引当金

　当社および国内連結子会社の一部は、役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、内規に

基づく当連結会計年度末要支給額を計上しております。

(4) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

①重要なヘッジ会計の方法

(イ)ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理によっております。

　なお、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理の要件を満た

している場合には振当処理によっております。また、金利スワップについては、特例処理の

要件を満たしている場合には特例処理によっております。

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

a. ヘッジ手段：為替予約

　ヘッジ対象：外貨建金銭債権債務および外貨建予定取引

b. ヘッジ手段：金利スワップ

　ヘッジ対象：借入金

(ハ)ヘッジ方針

　「デリバティブ取引取扱細則」に基づき、外貨建取引における為替相場の変動リスクをヘ

ッジするため、通常業務を遂行する上で将来発生する外貨建資金需要を踏まえ、必要な範囲

内で為替予約を行っております。

　また、借入金にかかる金利変動リスクをヘッジするため、通常業務を遂行する上で必要と

なる資金需要を踏まえ、必要な範囲内で金利スワップを行っております。

　従って投機的な取引は一切行わない方針であります。
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(ニ)ヘッジ有効性評価の方法

　為替予約については、ヘッジ対象とヘッジ手段の重要な条件が一致していることを事前テ

ストで確認し、また、四半期毎にその有効性が継続していることを事後テストで確認してお

ります。

　なお、外貨建予定取引については、過去の取引実績および予算等を総合的に勘案し、取引

の実行可能性が極めて高いことを事前テストで確認するとともに、四半期毎にその有効性が

継続していることを事後テストで確認しております。

　金利スワップについては、特例処理の要件を満たすため、その判定をもって有効性の評価

を省略しております。

②退職給付に係る会計処理の方法

　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額

に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。なお、退職給付

債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（主として10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度か

ら損益処理しております。

　未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括

利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

③消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

　

（連結貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 12,289,727千円

２．有形固定資産の取得価額から控除されている保険差益の圧縮記帳額

建物及び構築物 13,762千円

３．担保提供資産

担保資産の内容およびその金額

投資有価証券 179,332千円

担保に係る債務の金額

短期借入金 564,787千円

一年内返済予定の長期借入金 740,000千円

長期借入金 507,500千円
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　（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式の種類および総数並びに自己株式の種類および株式数に関する事項

(単位：千株)
　

当連結会計年度期首
株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

発行済株式

普通株式 11,897 － 897 11,000

自己株式

普通株式 1,617 0 897 719
　

(注) 発行済株式および自己株式の数の減少は、取締役会決議に基づく自己株式の消却897千株による減
少分です。
自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取り0千株による増加分です。

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額
　

決議
株式の
種 類

配当金の
総 額

１株当たり
配当額

基 準 日 効力発生日

平成29年６月28日
定 時 株 主 総 会

普通株式 71,961千円 ７円 平成29年３月31日 平成29年６月29日

平成29年11月13日
取 締 役 会

普通株式 51,400千円 ５円 平成29年９月30日 平成29年12月１日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　

決議予定
株式の
種 類

配当の
原 資

配当金の
総 額

１株当たり
配当額

基 準 日 効力発生日

平成30年６月27日
定 時 株 主 総 会

普通株式
利 益
剰余金

51,400千円 ５円 平成30年３月31日 平成30年６月28日
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については主に短期的な預金等に限定し、また、資金調達につい

ては、銀行借入による方針であります。デリバティブは、外貨建取引における為替変動のリス

クを回避するため、また、借入金にかかる金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な

取引は行っておりません。

(2) 金融商品の内容およびそのリスクならびにリスクの管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金ならびに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されて

おります。当該リスクに関しましては、当社グループの「与信管理実施細則」に基づき、取引

先毎の期日管理および残高管理を行うとともに信用状況を把握する体制をとっております。

　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関

係を有する企業の株式であり、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。ま

た、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　営業債務である支払手形及び買掛金ならびに電子記録債務は、ほとんど１年以内の支払期日

であります。またその一部には、外貨建仕入から発生したものが含まれており、為替の変動リ

スクに晒されておりますが、デリバティブ取引（為替予約取引）を利用してヘッジしておりま

す。

　借入金による資金調達に関して、運転資金につきましては、返済期限が１年以内の短期借入

金により、調達することを基本としております。また、生産設備等への設備投資資金につきま

しては、長期借入金およびファイナンス・リース取引により、調達することを基本としており

ます。長期借入金の一部は、変動金利であるため、金利の変動リスクに晒されておりますが、

デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジしております。ファイナンス・リー

ス取引に係るリース債務は、契約時に支払額が確定しており、金利変動リスクはありません。

　法人税、住民税（都道府県民税および市町村民税をいう。）および事業税の未払額である未

払法人税等と未払消費税等は、そのほぼすべてが２ヶ月以内に納付期限が到来するものであり

ます。

　未払金につきましては、その多くが営業経費であり、５ヶ月以内に支払期限が到来するもの

であります。

　デリバティブ取引につきましては、「デリバティブ取引取扱細則」に基づき、外貨建取引に

おける為替相場の変動リスクをヘッジするため、通常業務を遂行する上で将来発生する外貨建

資金需要を踏まえ、必要な範囲内で為替予約を行っております。また、借入金に係る金利変動

リスクをヘッジするため、通常業務を遂行する上で必要となる資金需要を踏まえ、必要な範囲

内で金利スワップを行っております。従って投機的な取引は一切行わない方針であります。

　なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方

法等については、前述の「会計方針に関する事項」に記載されている「重要なヘッジ会計の方

法」をご覧下さい。
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(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定

された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、

異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

　また、「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等

については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

　

２．金融商品の時価等に関する事項

　平成30年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次

のとおりであります。

　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません(（注）２.

参照）。

（単位：千円）
　

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金及び預金 2,951,640 2,951,640 －

(2) 受取手形及び売掛金 6,231,923 6,231,923 －

(3) 電子記録債権 2,007,429 2,007,429 －

(4) 投資有価証券

その他有価証券 639,307 639,307 －

資産計 11,830,301 11,830,301 －

(1) 支払手形及び買掛金 1,012,923 1,012,923 －

(2) 電子記録債務 2,138,692 2,138,692 －

(3) 短期借入金 1,139,575 1,139,575 －

(4) 未払金 631,501 631,501 －

(5) 未払法人税等 121,197 121,197 －

(6）未払消費税等 19,871 19,871 －

(7) 長期借入金 1,637,135 1,643,176 6,041

(8) 長期リース債務 250,598 250,249 △348

負債計 6,951,494 6,957,187 5,692

デリバティブ取引

ヘッジ会計が適用されているもの △163,327 △163,327 －

デリバティブ取引計 △163,327 △163,327 －
　

(※1) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は、純額で表示しております。

(※2) (7) 長期借入金には、性質、時価算定方法が同様であるため、１年内返済予定の長期借入

金を含めております。

(※3) (8) 長期リース債務には、性質、時価算定方法が同様であるため、１年内支払予定のリー

ス債務を含めております。
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(注)１．金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金ならびに(3) 電子記録債権

　これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

(4) 投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

負債

(1) 支払手形及び買掛金ならびに（2) 電子記録債務

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。

(3) 短期借入金、(4) 未払金、(5) 未払法人税等ならびに(6) 未払消費税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。

(7) 長期借入金

　長期借入金の時価は、元利金の合計額を、当該長期借入金の残存期間および信用リスクを

加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。変動金利による長期借入金

は、金利スワップとして特例処理の対象とされており（下記デリバティブ取引参照）、当該

金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、当該長期借入金の残存期間および

信用リスクを加味した利率で割り引いて算定する方法によっております。

(8) 長期リース債務

　長期リース債務の時価は、元利金の合計額を当該長期リース債務の残存期間および信用リ

スクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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デリバティブ取引

ヘッジ会計が適用されているもの

　ヘッジ会計の方法毎の連結決算日における契約額または、契約において定められた元本相当

額は、次のとおりであります。

(1) 通貨関連

(単位：千円)
　

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類

主なヘッ
ジ対象

契約額等 うち１年超 時価(*)
当該時価の
算定方法

為替予約等
の振当処理

為替予約取引

買掛金 4,805,206 2,898,560 △163,327

取引金融機関か
ら提示された価
格等によってい
る。

買建

米ドル
　

(*) 振当処理済みの為替予約等については、ヘッジ対象とされている買掛金と一体として処理され

ているため、その時価は、当該買掛金の時価に含めて記載しております（上記(1) 支払手形及

び買掛金参照）。
　

(2) 金利関連

(単位：千円)
　

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類

主なヘッ
ジ対象

契約額等 うち１年超 時価
当該時価の
算定方法

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引

長期借入金 994,635 584,503 (*) ―支払固定

受取変動
　

(*) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理

されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記(7) 長

期借入金参照）。

　

(注)２．時価のないものは、非上場株式（連結貸借対照表計上額19,557千円）であり、市場価格がな

く、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困

難と認められるため、「(4) 投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 1,133円26銭

２．１株当たり当期純利益 49円38銭
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（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準および評価方法

(1) 有価証券

①関係会社株式………移動平均法による原価法

②その他有価証券

・時価のあるもの……決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定)

・時価のないもの……移動平均法による原価法

(2) デリバティブ………原則として時価法

(3) たな卸資産

①製品、原材料、仕掛品………総平均法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定)

②貯蔵品…………………………最終仕入原価法

　

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)並びに平成28年４月

１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ３年～50年

機械及び装置 ２年～12年

工具器具及び備品 ２年～20年

　また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額（取得価額の５

％）まで償却が終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によっております。

(4) 長期前払費用……均等償却

　

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

(2) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見

込額に基づき計上しております。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当

事業年度までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
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　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から損益処理す

ることとしております。

　なお、当事業年度末における年金資産が、退職給付債務から未認識数理計算上の差異等を

控除した額を超過する場合には、「前払年金費用」として投資その他の資産に計上しており

ます。

(3) 役員退職慰労引当金

　役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額を計上

しております。

　

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) ヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理によっております。

　なお、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理の要件を満た

している場合には振当処理によっております。また、金利スワップについては、特例処理の

要件を満たしている場合には特例処理によっております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

a. ヘッジ手段………………為替予約

ヘッジ対象………………外貨建金銭債権債務および外貨建予定取引

b. ヘッジ手段………………金利スワップ

ヘッジ対象………………借入金

③ヘッジ方針

　「デリバティブ取引取扱細則」に基づき、外貨建取引における為替相場の変動リスクをヘ

ッジするため、通常業務を遂行する上で将来発生する外貨建資金需要を踏まえ、必要な範囲

内で為替予約を行っております。

　また、借入金にかかる金利変動リスクをヘッジするため、通常業務を遂行する上で必要と

なる資金需要を踏まえ、必要な範囲内で金利スワップを行っております。

　従って投機的な取引は一切行わない方針であります。

④ヘッジ有効性評価の方法

　為替予約については、ヘッジ対象とヘッジ手段の重要な条件が一致していることを事前テ

ストで確認し、また、四半期毎にその有効性が継続していることを事後テストで確認してお

ります。

　なお、外貨建予定取引については、過去の取引実績および予算等を総合的に勘案し、取引

の実行可能性が極めて高いことを事前テストで確認するとともに、四半期毎にその有効性が

継続していることを事後テストで確認しております。

　金利スワップについては、特例処理の要件を満たすため、その判定をもって有効性の評価

を省略しております。

(2) 退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類における会計

処理と異なっております。

(3) 消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。
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（貸借対照表に関する注記）

１．関係会社に対する金銭債権

短期金銭債権 406,335千円

２．関係会社に対する金銭債務

短期金銭債務 1,172,789千円

長期金銭債務 190千円

３．有形固定資産の減価償却累計額 10,906,739千円

４．有形固定資産の取得価額から控除されている保険差益の圧縮記帳額

建物 13,762千円

５．担保提供資産

担保資産の内容およびその金額

投資有価証券 179,332千円

担保に係る債務の金額

短期借入金 480,000千円

一年内返済予定の長期借入金 740,000千円

長期借入金 507,500千円

保証債務 79,702千円

　上記の投資有価証券179,332千円のうち、26,796千円については、関係会社の平成30年３月31

日現在の借入金残高79,702千円の担保に供しております。

６．保証債務

　下記の関係会社の金融機関からの借入金に対し、債務保証を行っております。

P.T.トーソー・インダストリー・インドネシア 159,405千円

（損益計算書に関する注記）

　関係会社との取引高の総額

営業取引による取引高の総額

売上高 744,642千円

仕入高 2,624,045千円

販売費及び一般管理費 1,854,049千円

営業取引以外の取引による取引高の総額 41,661千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

　自己株式の種類および株式数に関する事項
(単位：千株)

　

当事業年度期首
株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

自己株式

普通株式 1,617 0 897 719
　

(注)自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取り0千株による増加分です。
自己株式の数の減少は、取締役会決議に基づく自己株式の消却897千株による減少分です。
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　 （税効果会計に関する注記）

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

投資有価証券評価損 136,346千円

未払賞与 92,512千円

たな卸資産評価損 89,802千円

減損損失 59,349千円

繰延ヘッジ損益 55,576千円

ソフトウエア償却超過額 45,654千円

役員退職慰労引当金 43,909千円

資産除去債務 37,943千円

関係会社株式・出資金評価損 37,433千円

未払社会保険料 13,839千円

未払事業税 10,893千円

貸倒引当金繰入超過額 787千円

その他 54,623千円

小計 678,673千円

評価性引当額 △288,287千円

繰延税金資産合計 390,386千円

繰延税金負債

前払年金費用 113,340千円

その他有価証券評価差額金 66,009千円

固定資産圧縮積立額 31,642千円

買換資産圧縮積立額 20,752千円

繰延ヘッジ損益 6,088千円

資産除去債務に対応する除去費用 1,507千円

繰延税金負債合計 239,340千円

繰延税金資産(負債)の純額 151,045千円

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内

訳

法定実効税率 30.6％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.3％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.4％

住民税均等割等 5.4％

評価性引当額の減少 △0.0％

その他 △0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.7％
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（関連当事者との取引に関する注記）
　

種類
会社等の
名称

所在地

資本金
又は
出資金
(千円)

事業の
内容

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(千円)
(注)4

科目
期末
残高
(千円)

子会社

トーソー
サービス
株式会社

東京都
中央区

50,000
室内装
飾関連
事業

(所有)
直接
100.00

当社製品の
販売
施工取付の
委託
役員の兼任
資金の預り
設備の提供

カーテン
レール・
ブライン
ド等の販
売(注)1

572,565 売掛金 282,548

P.T. ト ー
ソー・イ
ンダスト
リー・イ
ンドネシ
ア

インドネ
シア共和

国

2,800千
米ドル

室内装
飾関連
事業

(所有)
直接

97.14

部品・製品
の購入
部品の有償
支給
役員の兼任
債務保証の
受諾

債務保証
(注)2

159,405 － －

保証料の
受取
(注)2

1,005 － －

トーソー
流通サービ
ス株式会社

茨城県
つくば
みらい市

50,000
その他
の事業

(所有)
直接
100.00

倉庫業、荷
造梱包業、
貨物運送取
扱事業

役員の兼任
資金の預り
設備の提供

CMS 預 入
(注)3

2,148,930

関係会社
預り金

301,567
CMS 払 出
(注)3

2,097,363

支払利息
(注)3

1,422

　

(注)1．トーソーサービス株式会社とのカーテンレール・ブラインド等の販売取引については、原則と
して市場価格、取引先の総原価および当社の希望価格に基づいて交渉の上、決定しております。

2．P.T.トーソー・インダストリー・インドネシアに対する債務保証については、金融機関からの
借入金に対し債務保証を行ったものであり、年率0.6％の保証料を受領しております。なお、取
引金額は、平成30年３月31日の保証残高であります。

3．グループ内資金の円滑運用のためにＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）を導入し
ております。なお、約定利息については市場金利を勘案した上で合理的に決定しております。

4．取引金額には消費税等を含めておりません。
　

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 1,023円57銭

２．１株当たり当期純利益 36円68銭

　

― 13 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年06月01日 18時50分 $FOLDER; 14ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）


